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１ 計画策定の趣旨

下水道は、市民の皆様が健康で安全かつ快適に生活するうえで欠かすことの

できない施設であるとともに、雨水排除による浸水の防除や河川等の公共水域

の水質保全等においても公共性、公益性の高い重要な施設です。

下水道は、人が暮らし、社会経済活動を営む限り一日たりとも休止すること

ができない施設であるため、市民の皆様が安心して使用することができるよ

う、安定したサービスを提供することができる環境を維持することが必要で

す。

また、下水道は処理場や管路の整備だけでなく、市民の皆様が下水道に接続

することによって、はじめてその効果が発揮されます。多額の設備投資を必要

とする施設の整備や維持管理に要する費用も、市民の皆様に下水道使用料とし

てご負担いただくことによって経営できる仕組みになっています。

しかしながら、昨今の経済情勢や少子高齢化に伴う人口減少、節水意識の高

まり等から有収水量の減少が推測されるため、下水道使用料収入については、

これまでのような増加は期待できない時代になっています。下水道事業を含む

地方財政全体が厳しい状況において、下水道事業の経営はさらに厳しさを増し

ており、施設の適正な維持管理や計画的な更新、料金体系の見直し等、経営基

盤の強化が課題となっています。

これらのことから、本市公共下水道事業に課せられた社会的使命を再認識

し、市民の皆様に快適で安定したサービスを提供しつつ、計画的かつ効率的な

経営を維持改善していくため、これからの事業のあるべき姿と目指す方向性を

明らかにするものとして「中間市公共下水道事業経営計画」を策定しました。

中間市のデザイン蓋
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２ 下水道事業の歩みと現状

（１）整備状況

中間市では、住宅開発に伴う特定の地域の下水道が、昭和47年に中鶴地区

で、昭和53年に曙地区で建設されましたが、その他の地域は未整備のままでし

た。

この間、北九州都市圏のベッドタウンとして人口が増加するにつれ、生活排

水による河川の水質汚濁が深刻化してきました。このため、市民からは水洗便

所の普及のみならず、市内の河川や水路などの水辺環境の改善のため、下水道

整備の要望が強まってきました。このような背景から、本市では下水道整備に

着手する方針を打ち出し、平成6年には国の事業認可を受け、「中間市公共下

水道事業」としてスタートを切りました。

時を同じくして、遠賀町、鞍手町でも下水道着手への意向があり、また、す

でに公共下水道事業に着手している水巻町からも流域下水道事業への参加の意

向があり、同3町および県や国との協議を重ねた結果、これらの1市3町と県に

より下水道の建設と管理を行う「遠賀川下流流域下水道事業」として再出発す

る合意ができ、平成8年から県により本格的に事業が始まりました。これによ

り遠賀川下流流域浄化センターが効率的な規模となるとともに、浄化センター

と幹線管渠の建設費が県費と1市3町の共同出資となり、中間市にとって大幅に

事業費が軽減できるようになりました。

中底井野地区に建設された浄化センターは、平成15年7月から運転開始しま

した。中間市では、すでに浄化センターで処理していた川西地区の一部に加

え、北九州市に処理委託していた川東地区についても平成18年4月より浄化セ

ンターで処理するようになりました。

本市の公共下水道普及率は令和元年度末で77.1％に達し、地域下水道を含め

ると87.3％となっています。
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中間市下水道のあゆみ

年月 内容

昭和 47 年 9 月 中鶴処理場（地域下水道）運転開始

昭和 53 年 9 月 曙処理場（地域下水道）運転開始

平成元年 4月 合併処理浄化槽補助制度開始

平成 5年 2月 公共下水道事業の協議開始

平成 5年 10 月 地域下水道 3首長（中間市、遠賀町、鞍手町）協議成立

平成 5年 12 月 中間市公共下水道事業の都市計画決定

年月 内容

平成 6年 1月 流域下水道事業への水巻町加入覚書締結

平成 6年 3月 中間市公共下水道事業の事業認可（98ha）

公共下水道事業着手（蓮花寺ポンプ場、地質調査）

平成 7年 4月 公共下水道面整備着手（太賀、蓮花寺地区）

平成 7年 10 月 遠賀川下流流域下水道の都市計画決定承認（福岡県）

平成 8年 3月 流域下水道の事業認可（福岡県）

流域下水道の事業着手（福岡県）

平成 8年 4月 関連公共下水道の事業認可（98ha⇒171ha）

平成 10 年 2 月 関連公共下水道の事業認可変更（171ha⇒317ha）

平成 10 年 3 月 中間市下水道条例制定

平成 10 年 10 月 暫定処理委託実施協定締結（中間市⇔北九州市）

平成 10 年 12 月 蓮花寺中継ポンプ場完成

平成 11 年 1 月 公共下水道供用開始（蓮花寺中継ポンプ場通水式）

水洗化第 1号

平成 11 年 6 月 蓮花寺中継ポンプ場完成記念式典

平成 12 年 2 月 福岡県下水道実務担当者会議開催

平成 12 年 9 月 第 1回下水道相談コーナー開催（全国下水道促進デー）

関連公共下水道の事業認可変更（317ha⇒410ha）

平成 14 年 6 月 公共下水道事業再評価委員会開催

平成 14 年 8 月 公共下水道事業再評価委員会答申（継続）

平成 14 年 12 月 関連公共下水道の事業認可変更（410ha⇒510ha）

平成 15 年 7 月 遠賀川下流流域浄化センター供用開始

平成 16 年 9 月 第 1回下水道展開催（遠賀川下流流域浄化センター）

平成 17 年 8 月 蓮花寺ポンプ場を福岡県に移管

平成 18 年 3 月 関連公共下水道の事業認可変更（510ha⇒610ha）
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年月 内容

平成 18 年 4 月
蓮花寺ポンプ場からの送水先を北九州市から浄化センター

へ変更

平成 19 年 8 月
水巻町の汚水を蓮花寺中継ポンプ場経由で浄化センターへ

送水開始

平成 20 年 3 月 遠賀川下流流域下水道全体計画、基本計画の変更

公共下水道基本計画、全体計画の変更

平成 21 年 3 月 関連公共下水道の事業認可変更（610ha⇒668ha）

平成 24 年 3 月 関連公共下水道の事業認可変更（668ha⇒905ha）

平成 27 年 3 月 関連公共下水道の事業認可変更（905ha⇒1,042ha）

令和 2年 4月 地方公営企業会計へ移行
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＜ 公共下水道事業の概要（令和元年度末現在）＞

＜ 公共下水道整備の推移 ＞
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項 目

建 設 事 業 開 始 年 月 日 平成 6年 3月23日

供 用 開 始 年 月 日 平成11年 1月 4日

特 別 会 計 設 置 年 月 日 平成 6年 7月 1日

排 除 方 式 分流式

整

備

状

況

行 政 区 域 面 積 1,596ha

事 業 計 画 面 積 1,042ha

処 理 区 域 面 積 A 721ha

行 政 人 口 B 41,287人

処 理 区 域 内 人 口 C 31,850人

水 洗 化 対 象 戸 数 D 15,735戸

水 洗 化 戸 数 E 13,575戸

普 及 率 C/B 77.1％

水 洗 化 率 E/D 86.3％

処理区域内人口密度 C/A 44.2人/ha
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（２）財政状況

①歳入及び歳出

本市は、市民の皆様からの生活環境改善への要望に応えるため、政策的に

公共下水道整備を推進しており、事業費は毎年度概ね20億円から25億円程度

で推移しています。

なお、令和2年4月1日をもって地方公営企業会計に移行しており、下表は移

行前年度までの特別会計における歳入及び歳出の推移を示しています。

＜ 歳入及び歳出の推移 ＞

※地方公営企業会計への移行に伴い、令和元年度決算は地方公営企業法施行令

第4条第1項の規定に基づく打切り決算となっています。
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②歳入の内訳

公共下水道整備の推進のため、事業の財源である国庫補助金、地方債及び

受益者負担金が大きな割合を占めています。また、公共下水道普及率の増加

に伴い、公共下水道使用料収入は増加してきておりますが、歳入総額の20％

程度にとどまっています。

＜ 歳入の内訳 ＞

③歳出の内訳

公共下水道整備の推進のため、建設費が大きな割合を占めています。また、

過去の建設費に充当した地方債に対する償還金が増加しており、公債費は歳出

総額の40％程度を占めています。

＜ 歳出の内訳 ＞
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３ 下水道事業の課題

（１）事業上の課題

（２）経営上の課題

項目 課題

公共下水道整備

令和元年度末公共下水道普及率は約77.1％であ

り、今後も未普及地域の解消に努めなければなりま

せんが、下水道の整備には膨大な費用と時間を要す

るため、効率的かつ効果的な整備を進める必要があ

ります。

適正な維持管理、

計画的更新

事業を効率的、効果的に運営していくために適正

な維持管理を行い、施設の長寿命化や計画的な更新

等に努め、ライフサイクルコストを最小化する必要

があります。

項目 課題

水洗化率の向上

少子高齢化に伴う人口減少、節水意識の高まり等

から有収水量の減少が予測されますが、下水道使用

料収入の確保および増加のため、水洗化率の向上に

努める必要があります。

維持管理費の抑制

今後は、事業の運営が建設中心から維持管理へと

移っていきますが、維持管理費を最小限に抑制する

ために、計画的に適正な維持管理を行う必要があり

ます。
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（３）財政上の課題

本市の公共下水道事業は、市民の皆様からの生活環境改善への要望に応

えるため、政策的に整備を推進してきたことにより、公共下水道普及率は

高い伸び率を維持してきましたが、地方債の残高は令和元年度末で約134億

円と多額になっています。この地方債に対する令和元年度元金利子償還額

合計は約8億円となっており、歳出総額の40％程度を占めています。

その一方、公共下水道事業の自主財源である公共下水道使用料は歳入総

額の20％程度にとどまっているため、一般会計からの繰入金は約7億円とな

っており、公共下水道使用料のみでの事業運営は困難な状況となっていま

す。

これらのことから、公共下水道事業受益者負担金および公共下水道使用

料の収納率の向上、水洗化率の向上に努めることで収入を確保するととも

に、経営の効率化、経費削減等に努めることで支出を抑制し、健全な公共

下水道事業の経営を目指す必要があります。

＜ 公共下水道普及率、借入金残高の推移 ＞
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４ 経営方針

（１）基本方針

経営基盤を強化し、健全で持続可能な事業運営の確立を目指します。

（２）計画期間

本計画の策定期間は、令和3年度から令和12年度までの10年間とします。

（３）経営計画の目標

① 公共下水道整備の促進

公共下水道事業計画に基づき、下水道未普及地域の解消に向け、計画

的な整備に努め、普及率100％を目指します。
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② 水洗化率の向上

整備した下水道施設の活用および公共下水道使用料収入の確保に向

け、水洗化率の向上に努めます。

③ 地方公営企業法の適用

令和2年4月1日をもって地方公営企業会計へ移行いたしました。
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５ 投資・財政計画

（１）中間市公共下水道事業特別会計の実績
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（２）中間市公共下水道事業会計の今後の計画
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６ 経営基盤強化への取り組み

（１） 計画的な下水道整備の推進

公共下水道事業計画に基づき計画区域内の整備を進め、快適な生活環

境の創出を図ります。また、工事の施工にあたっては、地域の実情に配

慮しつつ、コスト低減に努めます。

（２） 水洗化率の向上

令和元年度末公共下水道水洗化率は86.3％となっています。水洗化率

の向上は、使用料収入の増加につながることから、工事説明会や広報、

ホームページを通じたＰＲ、未接続世帯への訪問等を行い、水洗化率の

向上に努めます。

（３） 公共下水道事業受益者負担金、公共下水道使用料の収納率向上

公共下水道事業受益者負担金および公共下水道使用料の収納率はとも

に約99％であり、高水準を維持していますが、電話催告や訪問等を実施

し、さらなる向上に努めます。

（４） 経営の効率化

令和3年度に地域下水道を公共下水道へ接続し、経営の効率化を図り

ます。

（５） 広域化への取り組み

北九州都市圏域における下水道事業の広域連携、芦屋町及び岡垣町と

の汚水処理の広域化、汚水・し尿・浄化槽汚泥の共同処理等についての

検討を継続実施します。

（６） 施設維持管理の効率化による経費節減

平成28年度策定のストックマネジメント計画に基づき、計画的な維持

更新に努めます。また、施設の維持管理に要する経費は、整備面積の拡
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大や施設の経年劣化によって増加傾向にありますが、修繕業務の計画的

実施、委託業務の包括化や長期契約の実施等を行い、経費の節減に努め

ます。

（７） 公共下水道使用料の検討

令和7年度までに下水道使用料改定の必要性に関する検証を行い、経

費回収率の向上に向けたロードマップを作成します。

（８） 公債費の適正化

下水道の整備は、整備効果が長期間にわたって発揮されるため、世代

間負担の公平を図る観点から、財源として地方債が活用されています。

本市公共下水道事業に係る地方債残高は令和元年度末で約134億円と

多額になっています。計画的な下水道整備によって単年度地方債発行額

の急激な上昇の抑制に努め、公債費の適正化を図ります。

（９）人材育成への取り組み

下水道事業を取り巻く環境は変化しており、下水道事業に従事する職

員は専門的知識および技術の習得はもちろん、経営意識の向上や、環境

の変化への対応が求められます。

このことから、本市といたしましては、福岡県及び日本下水道協会等

が主催する各種研修会を有効に活用するとともに、ベテラン職員から若

手職員への知識・技術の継承を推進します。
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７ 計画の事後検証および公表

（１） 公表の時期

公表は、毎年度の決算を受けて、当該年の12月頃に行う予定です。

（２） 公表の方法

中間市ホームページにおいて公表します。

（３） 評価の方法

本計画の評価は、計画と実績の比較を原則として、両者のかい離が大き

い場合には、その原因を特定し、計画の見直しを検討します。



遠賀川水源地ポンプ室 沈砂池から

※写真提供：新日鐵住金（株）八幡製鐵所（掲載の写真は転載禁止です）

※非公開施設のため、施設内への立ち入りはできません。


